
平成 22 年 2 月 25 日                      

   厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」のポイント 

                    （島根県健康福祉部健康推進課作成） 
 
  ＜通知のポイントは次の 3 点＞ 

 １．健康増進法第 25 条の制定の趣旨 

   受動喫煙による健康への悪影響を排除するために、多数の者が利用する 
施設を管理する者に対し、受動喫煙を防止する措置を取る努力義務を課 
すこととし、これにより、国民の健康増進の観点からの受動喫煙防止の 
取り組みを積極的に推進すること。 

   （参考） 
「学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、官公庁施

設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利

用する者について、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるように

努めなければならない」 
     

２．受動喫煙による健康への悪影響は科学的に明らか 

○受動喫煙による慢性影響として、肺がん、循環器疾患等のリスクの上昇、

非喫煙妊婦であっても低出生体重児の出産の発生率が上昇する。 
   ○受動喫煙の煙中には、ニコチンや一酸化炭素など様々な有害物質が含ま 

れており、乳幼児突然死症候群（中略）などの原因となり、特に親の喫 
煙によって、子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪 
影響が及ぶ。 

＊受動喫煙とは「室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を

吸わされること」と定義。 
 
 ３．多数の者が利用する公共的な空間については原則として全面禁煙 

   ○多数の者が利用する公共的な空間については、原則として全面禁煙である 
べきである。 

○少なくとも官公庁や医療施設においては、全面禁煙であることが望ましい。 
○特に屋外であっても子どもの利用が想定される公共的な空間では、受動喫 
煙防止のための配慮が必要である。 

  ○全面禁煙が極めて困難である場合には、施設管理者に対して、当面の間、

喫煙可能区域を設定する等の受動喫煙防止対策を求めることとし、将来的

には全面禁煙を目指すことを求める。 


